平成２８年度　政府予算案（大阪府商工労働部関係）の決定内容

平成28年2月25日
大阪府
※ ２月１日現在で国の各省庁からの情報により作成したものです。

	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備 考

	Ｉ産業振興施策について

１．大阪・関西の強みを活かすための審査

拠点等の設置
（１）ＰＭＤＡ関西支部への権限委譲

（２）特許庁、（独）工業所有権情報・
　　　研修館の拠点設置

	◆予算項目以外の状況　
・H27.8　地方創生に資すると考えられる政府関係機関の地方移転を提案

・H27.8、11、12　「政府関係機関移転に関する有識者会議」を計３回開催
	

	２．成長産業関連施策に対する思い切った

支援
（１）蓄電池・水素関連産業の振興
	◆概算要求の状況　経済産業省・環境省
（１）経済産業省

○水素ステーション整備への支援

（水素供給設備整備事業費補助金）　 〔全〕   62.0億円

　　 （Ｈ26補正：〔全〕   95.9億円）

○蓄電池の技術開発・実用化の加速

（革新型蓄電池実用化促進基盤技術開発）

 　　　　　　　　　　　　　　 　　　　〔全〕 　３２億円

　　　　　　　　　　　　　　　（新規）
（２）環境省

○水素ステーション整備への支援

（再エネ等を活用した水素社会推進事業）

　　　　 　　　　　　〔全〕   65.0億円

　　　　（〔全〕   26.5億円）

○新たな水素関連アプリケーションの実用化の促進

（物流分野におけるCO2削減対策促進事業）

　　　　 　　　　　　〔全〕　　 41億円

（新規）
	 　　　〔全〕 　62億円

〔全〕 　28.8億円

〔全〕 　65億円

〔全〕 　37億円
	

	
	◆予算項目以外の状況
・平成28年度以降の水素ステーション整備目標について、経済産業省の「水素・燃料電池戦略協議会」において検討が開始された。

	

	（２）堺・泉北臨海工業地域の競争力強化
　　　に向けた産業基盤の整備
	◆概算要求の状況　経済産業省

○石油コンビナート事業再編・強靭化等推進事業

　　　　　　　　　　　　　　　 　 〔全〕 270億円
　（〔全〕 115億円）

○工業用水道事業（補助金）　 　　　　  〔全〕 22.9億円
　（〔全〕 22.5億円）

	〔全〕130億円

〔全〕22.5億円
	

	
	◆予算項目以外の状況

・「公共性の高い民有護岸等の耐震補強などの災害対策について、全てを企業負担とすることなく、財政支援を充実・強化すること」について、制度拡充等の措置はなされていない。

	

	３．中小企業等に対する資金支援の
充実・強化
（１）中小企業等への円滑な資金供給の
確保
（２）信用保証協会の経営基盤の強化、信用補完制度の充実・強化
	◆概算要求の状況　経済産業省
○きめ細かな資金繰り支援　　　　    〔全〕　261.4億円
　　　　　　　　　 　（〔全〕  965.3億円）



	〔全〕243.8億円
	

	
	◆予算項目以外の状況　金融庁
・金融検査マニュアル・監督指針において、円滑化法終了後も「金融機関は、他の金融機関と連携を図りながら、中小企業者への円滑な資金供給や貸付条件の変更等に努める」ことを明記し、検査・監督を徹底（H25より継続）

	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備 考

	４．中小企業等の経営安定化等の対策強化
（１）下請中小企業対策の強化
	◆概算要求の状況　経済産業省・公正取引委員会
○下請取引の適正化の推進

（１）経済産業省（中小企業庁）　　　　　 〔全〕5.6億円

　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 （〔全〕5.5億円）　　　　　　　　　　　　　　　　 

　・全国48箇所に設置した「下請かけこみ寺」において、中小企業からの取引に関する相談対応（無料弁護士相談を含む）や裁判外紛争解決手続（ADR）を行うとともに、下請ガイドラインの普及啓発等を実施
（２）公正取引委員会　　　　　　　　　〔全〕 109.3億円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （〔全〕 107.3億円）

　・厳正かつ実効性のある独占禁止法の運用

　・中小企業に対する不利益行為の取締り強化　等


	　　　　　 〔全〕5.6億円

　　　　〔全〕109.9億円
	

	（２）商業活性化施策の充実・強化
	◆概算要求の状況　経済産業省

○地域・まちなか商業活性化支援事業

（地域商業自立促進事業及び中心市街地再興戦略
事業費補助金を統合） 　　　　　　　　  〔全〕 30億円

（地域商業自立促進事業〔全〕 23億円）

	〔全〕20.3 億円
	

	Ⅱ　雇用施策について

１．雇用・就労対策の充実

（１）地方創生への取組みの強化
	◆概算要求の状況　内閣府

○地方創生推進交付金

・地方公共団体の地方創生の深化に向けた自主的・主体的
な取組を支援　　　　　　　　　 　　〔全〕 1,080億円
（新規）

○地方創生の本格展開等
　・地方創生加速化交付金　　Ｈ27補正：〔全〕 1,000億円
（新規）

	〔全〕1,000億円

H27補正：

〔全〕1,000億円


	

	（２）若者向け雇用施策の充実
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○若者の活躍推進　　　　　　　　　　　　〔全〕 197億円

（〔全〕  191億円）
　・若者の採用・育成に積極的な企業等が積極的に職場情報の提供ができるための環境整備

　・3年以内の既卒者及び中退者を対象とした助成金制度による既卒者等の採用・定着の促進

　・長期フリーター等に対するキャリアコンサルティングを通じた職業訓練への誘導・あっせん機能の強化

	〔全〕201億円
	

	（３）女性の就業支援の強化
	◆概算要求の状況　厚生労働省・内閣府

（１）厚生労働省
○女性の活躍推進・ひとり親に対する
就業対策の強化　　　　　　　　　　　　〔全〕 145億円
（〔全〕 101億円）
・女性の活躍推進のための積極的取組の推進

・ひとり親に対する就業対策の強化

・仕事と家庭の両立支援

　・マタニティハラスメント等の対策強化

○働き方改革の実現　　　　　　　　　　　  〔全〕38億円
（〔全〕26億円）
  ・ワーク・ライフ・バランスの実現

（２）内閣府
○男女共同参画社会の実現・共生社会の形成等
　・地域女性活躍推進交付金　　　　Ｈ27補正：〔全〕3億円
（Ｈ2６補正：〔全〕４億円）

	〔全〕171億円

〔全〕37億円
H27補正：〔全〕3億円
	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備 考

	（４）障がい者への雇用対策の強化
	◆概算要求の状況　厚生労働省

○障がい者等の活躍推進　　　　　　　 　〔全〕　155億円

（〔全〕　129億円）

・地域就労支援力の強化等による障がい者及び企業への職場
定着支援の拡充

・障がい者の多様な働き方と職域の拡大

・精神障がい者、発達障がい者、難病患者に対する更なる
支援の拡充

	〔全〕138億円
	

	（５）「高年齢者就業機会確保事業費等
補助金」交付制度の条件緩和
	◆概算要求の状況　厚生労働省

〔全〕 121億円

（〔全〕 116億円）
○高齢者が地域で働くことができる場や社会を支える活動が
できる場の拡大


	〔全〕121億円
	

	（６）就職に困難性を有する求職者への
支援について
	◆予算項目以外の状況
・要望内容に係る措置はなされていない。


	

	２．労働環境の向上
（１）いわゆるブラック企業への指導・監督の強化
	◆概算要求の状況　厚生労働省

〔全〕３億円

　　　　　　　　　　　　　　　　（〔全〕２億円）
○若者の「使い捨て」が疑われる企業等への対応策の充実強化

・夜間・休日における労働基準法等に関する無料電話相談、常設の「労働条件相談ほっとライン」の運営等

・厚生労働省ホームページにおける労働条件相談ポータルサイトの設置や大学・高校等でのセミナーの全国開催


	〔全〕3億円
	

	（２）非正規労働者の処遇改善を図るため
の取組みの推進
	◆概算要求の状況　厚生労働省
〔全〕479億円

（〔全〕332億円）

○企業における正社員転換・雇用管理改善の強化

・非正規労働者の実態把握、ハローワークによる正社員就職の促進、キャリアアップ助成金の拡充等による事業主支援など

○多様で安心できる働き方の導入促進

○パートタイム労働対策の推進


	　　　　 〔全〕 474億円
	

	（３）最低賃金の引き上げ
	◆概算要求の状況　厚生労働省

〔全〕 19億円

（〔全〕 29億円）
○持続的な経済成長に向けた最低賃金の引上げのための環境整備

　・全ての所得層での賃金上昇と企業収益向上の好循環が持続、拡大されるよう、最低賃金の引き上げに向けた中小企業・小規模事業者の生産性向上等のための取組支援など

	〔全〕 61億円
	

	
	◆予算項目以外の状況

・地域別最低賃金（大阪）の引き上げ　838円 ⇒ 858円


	

	（４）派遣労働者に対するセーフティ
ネットの強化
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○労働者派遣制度の見直しの着実な実施等　　 〔全〕14億円

　　　　　　　　　　　　　　　（〔全〕12億円）
・改正法案成立の場合に着実に施行、雇用安定措置やキャリアアップ措置の着実な実施のため指導監督の強化

	［全〕13億円
	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備 考

	（５）働き方改革の推進等によるワークライフバランスの実現を図る取組み強化
	◆概算要求の状況　厚生労働省

○仕事と家庭の両立支援　　　　　　　　　　 〔全〕94億円

（〔全〕63億円）

○ワーク・ライフ・バランスの実現　　 　    〔全〕38億円

（〔全〕26億円）

・「女性活躍推進法（案）」の円滑な施行
・働き方・休み方の見直しに向けた取組の促進

・良質なテレワーク・在宅就業の推進

	〔全〕121億円

〔全〕37億円
	

	（６）過労死等の防止を図る取組みの推進
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○過重労働解消に向けた取組、過労死等防止対策の推進等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔全〕 73億円

（〔全〕 55億円）

・過重労働解消に向けた取組の促進等

・過労死等防止対策の推進

	〔全〕74億円
	

	３．職業能力開発制度の充実
（１）ものづくり分野における人材育成
のための支援の充実
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○都道府県立職業能力開発施設の　　　　　　　　　　　　　　　　　　　設備整備費等　　　　　　　　　 　　　　　〔全〕29億円

（〔全〕23億円）


	〔全〕29億円
	

	（２）障がい者の職業訓練に係る指導員等
　　の充実
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○大阪障害者職業能力開発校の充実 　　　　　〔全〕27億円

（〔全〕26億円）


	〔全〕27億円
	

	（３）離職者等再就職訓練事業等に係る
　　　財源支援
	◆概算要求の状況　厚生労働省

○離職者訓練等の委託事業に従事する
府職員人件費の一部負担 　　　　　　　　　 〔全〕2.2億円

〔全〕2.2億円
大阪府0.04億円


	〔全〕2.2億円

　　　　大阪府0.04億円

　　※正規職員人件費１名
	

	（４）訓練手当の所得要件の基準改正
	◆予算項目以外の状況

・厚生労働省において、現時点では訓練手当の所得要件の基準は改正されていない。

	

	４．あいりん地域対策の強化
◇　日雇労働者の雇用環境等の改善

◇　東日本大震災の復興等事業に関わる
求人の適正化等
	◆予算項目以外の状況

・厚生労働省において、復旧・復興作業などを行う労働者の放射線障害防止のため、「東日本大震災により生じた放射線物質により汚染された土壌等を除染するための業務等に係る電離放射線障害防止規則」が改正され、適用対象業務が拡大（Ｈ24.7.1）

・上記規則等に定める被ばく管理を円滑かつ確実に実施するために、Ｈ26.1１月「除染等業務に従事する労働者の放射線障害防止のためのガイドライン」を改正


	

	５．ホームレスの人等の就労自立支援等

（１）ホームレスの人等の就労機会の確保・
提供
（２）ホームレス化の予防支援
	◆概算要求の状況　厚生労働省

○ホームレス等就業支援事業　　　　　　　〔全〕 2.38億円
（大阪府 0.8億円）
〔全〕2.66億円
大阪府0.9億円

	〔全〕2.38億円
（大阪府0.8億円）
	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備 考

	Ⅲ　国と地方の適正な役割分担について

１．ハローワークの地方自治体への移管
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○ハローワーク等におけるマッチング機能の強化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔全〕　29億円

　　　　　　　　　　　　　　　（〔全〕　28億円）

	［全〕28億円
	

	
	◆予算項目以外の状況
・地方分権改革有識者会議において検証を実施するとともに、ハローワーク特区における知事から都道府県労働局長への「指示」と同等の権限を法定し、ハローワークを“事実上、都道府県の組織として活用”できる枠組みの創設などを内容とする「H27年の地方からの提案等に関する対応方針」がH27.12.22に閣議決定されている。

	

	２．運輸事業振興対策の推進
	◆予算項目以外の状況
・要望内容に係る措置はなされていない。


	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
※金額上段：28年度要求額


（下段：27年度予算額）





当初：〔全〕  242.9億円


補正：〔全〕  722.4億円
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